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１．平成18年12月期の業績（平成18年１月１日～平成18年12月31日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

営業収益 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年12月期 11,142 17.8 1,663 53.6 1,447 52.8
17年12月期 9,457 61.6 1,083 73.2 947 66.5

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年12月期 741 42.9 14,145 25 13,379 19 18.7 10.7 13.0
17年12月期 518 65.7 20,041 13 － － 16.0 10.0 10.0

（注）①期中平均株式数 18年12月期 52,412株 17年12月期 25,890株

②会計処理の方法の変更 無

③営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

④平成18年11月１日付で、普通株式１株を２株に分割いたしております。

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年12月期 13,689 4,413 32.2 84,216 86
17年12月期 13,359 3,515 26.3 134,147 52

（注）①期末発行済株式数 18年12月期 52,412株 17年12月期 26,206株

②期末自己株式数 18年12月期 －株 17年12月期 －株

　　　③平成18年11月１日付で、普通株式１株を２株に分割いたしております。 

２．平成19年12月期の業績予想（平成19年１月１日～平成19年12月31日）  

営業収益 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

中間期 7,700 1,900 1,100
通　期 14,300 2,300 1,300

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　24,803円48銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円） 配当金総額
(百万円)

配当性向
（％）

純資産配当
率（％）第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 その他 年間

17年12月期 － 2,500 － 1,250 － 3,750 65 12.6 1.9

18年12月期 － 1,250 － 1,500 － 2,750 111 15.0 2.8

19年12月期（予想） － 1,500 － 1,500 － 3,000    

（注）平成17年２月14日付で普通株式１株を３株に分割、平成17年12月20日付で普通株式１株を２株に分割、また、平成

18年11月１日付で普通株式１株を２株に分割いたしております。

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は添付資料の11ページを参照して下さい。
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６．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

  
前事業年度

（平成17年12月31日）
当事業年度

（平成18年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   3,161,299   3,410,179  

２．売掛金 ※２  298,009   423,880  

３．前渡金   －   263,345  

４．販売用不動産 ※１  6,779,184   5,450,838  

５．前払費用   29,643   42,004  

６．繰延税金資産   31,873   42,458  

７．関係会社短期貸付金   1,070,000   480,000  

８．未収入金 ※２  89,718   30,360  

９．その他 ※２  29,996   42,438  

10．貸倒引当金   △1,209   △131  

流動資産合計   11,488,516 86.0  10,185,374 74.4

Ⅱ　固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物  135,051   148,548   

減価償却累計額  37,522 97,528  50,691 97,857  

２．車両運搬具  19,623   19,623   

減価償却累計額  3,144 16,479  8,400 11,222  

３．工具器具備品  39,147   45,553   

減価償却累計額  19,740 19,407  22,713 22,839  

４．土地   70,132   70,132  

有形固定資産合計   203,548 1.5  202,051 1.5

(2）無形固定資産        

１．ソフトウェア   38,341   29,936  

２．電話加入権   895   895  

３．その他   206   182  

無形固定資産合計   39,442 0.3  31,013 0.2

- 40 -



  
前事業年度

（平成17年12月31日）
当事業年度

（平成18年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   583,878   1,049,455  

２．長期営業目的投資
    有価証券

  406,445   －  

３．関係会社株式   422,412   385,412  

４．関係会社出資金   16,000   13,000  

５．その他関係会社有
    価証券

  －   1,681,380  

６．出資金   20   20  

７．長期前払費用   683   360  

８．繰延税金資産   73,101   －  

９．敷金・保証金   106,323   120,814  

10．その他   19,540   20,965  

投資その他の資産合
計

  1,628,405 12.2  3,271,409 23.9

固定資産合計   1,871,397 14.0  3,504,475 25.6

資産合計   13,359,913 100.0  13,689,850 100.0

        

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金   79,031   72,972  

２．短期借入金 ※1  2,480,000   2,464,000  

３．１年以内返済予定の
長期借入金

※１  1,568,000   794,000  

４．１年以内償還予定の
社債

  865,000   940,000  

５．未払金 ※２  208,755   209,852  

６．未払法人税等   296,020   396,897  

７．前受金   5,775   19,000  

８．預り金   405,521   296,556  

９．その他   50,254   163,735  

流動負債合計   5,958,359 44.6  5,357,014 39.1
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前事業年度

（平成17年12月31日）
当事業年度

（平成18年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定負債        

１．社債   3,172,500   3,145,000  

２．長期借入金   262,000   94,000  

３．匿名組合等出資預り
金

  －   195,240  

４．退職給付引当金   26,156   25,263  

５．役員退職慰労引当金   122,685   133,583  

６．預り敷金・保証金   299,768   247,892  

７．繰延税金負債   －   77,138  

８．その他   2,973   743  

固定負債合計   3,886,084 29.1  3,918,861 28.7

負債合計   9,844,443 73.7  9,275,876 67.8

        

（資本の部）        

Ⅰ　資本金 ※４  805,817 6.0  － －

Ⅱ　資本剰余金        

１．資本準備金  875,266   －   

資本剰余金合計   875,266 6.6  － －

Ⅲ　利益剰余金        

１．利益準備金  6,750   －   

２．任意積立金        

別途積立金  1,300,000   －   

３．当期未処分利益  526,098   －   

利益剰余金合計   1,832,848 13.7  － －

Ⅳ　その他有価証券評価差
額金

  1,537 0.0  － －

資本合計   3,515,469 26.3  － －

負債資本合計   13,359,913 100.0  － －
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前事業年度

（平成17年12月31日）
当事業年度

（平成18年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   － －  805,817 5.9

２．資本剰余金        

(1）資本準備金  －   875,266   

資本剰余金合計   － －  875,266 6.4

３．利益剰余金        

(1）利益準備金  －   6,750   

(2）その他利益剰余金        

別途積立金  －   1,700,000   

繰越利益剰余金  －   801,964   

利益剰余金合計   － －  2,508,714 18.3

株主資本合計   － －  4,189,798 30.6

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価
差額金

 －   224,175   

評価・換算差額等合計   － －  224,175 1.6

純資産合計   － －  4,413,973 32.2

負債純資産合計   － －  13,689,850 100.0
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(2）損益計算書

  
前事業年度

（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　営業収益        

１．営業収入  3,217,160   3,704,690   

２．不動産売上高  6,239,928 9,457,088 100.0 7,437,865 11,142,556 100.0

Ⅱ　営業原価        

１．営業原価  1,365,490   1,318,418   

２．不動産売上原価  5,589,987 6,955,478 73.5 6,369,655 7,688,074 69.0

営業総利益   2,501,610 26.5  3,454,481 31.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２  1,418,231 15.0  1,790,660 16.1

営業利益   1,083,378 11.5  1,663,821 14.9

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息 ※１ 67,299   13,295   

２．受取配当金  557   1,881   

３．その他  4,387 72,244 0.7 3,200 18,376 0.2

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  69,866   87,190   

２．社債利息  30,556   29,189   

３．社債発行費  89,950   33,079   

４．コミットメントライ
ンフィー

 －   50,000   

５．その他  17,503 207,876 2.2 34,979 234,439 2.1

経常利益   947,746 10.0  1,447,757 13.0

Ⅵ　特別利益        

１．貸倒引当金戻入益  －   1,077   

２．固定資産売却益 ※３ 584   －   

３．関係会社株式売却益  4,269   9,751   

４．投資有価証券売却益  － 4,853 0.1 3,750 14,579 0.1
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前事業年度

（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅶ　特別損失        

１．投資有価証券評価損  11,999   －   

２．投資有価証券売却損  －   118,645   

３．関係会社株式売却損  15,978   14,999   

４. 関係会社株式評価損  3,999   －   

５．固定資産除却損 ※４ 20,964 52,943 0.6 10,743 144,388 1.3

税引前当期純利益   899,656 9.5  1,317,948 11.8

法人税、住民税及び
事業税

 410,710   589,653   

法人税等調整額  △29,918 380,791 4.0 △13,086 576,567 5.1

当期純利益   518,864 5.5  741,381 6.7

前期繰越利益   39,991   －  

中間配当額   32,757   －  

当期未処分利益   526,098   －  
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営業原価明細書

営業原価

  
前事業年度

（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　外部委託費  108,149 7.9 34,777 2.6

Ⅱ　人件費  215,143 15.8 267,315 20.3

Ⅲ　経費  1,042,198 76.3 1,016,326 77.1

（うち賃借料） (注２) (642,052)  (548,814)  

（うち支払手数料）  (323,209)  (377,297)  

当期営業原価  1,365,490 100.0 1,318,418 100.0

　（注）１．原価計算の方法は、個別原価計算によっております。

２．サブリース（不動産の転貸）収益に対応する賃借料であります。

不動産売上原価

  
前事業年度

（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　直接原価  5,514,472 98.6 6,304,329 99.0

（うち建物）  (1,165,245)  (973,332)  

（うち土地）  (4,019,917)  (4,702,200)  

Ⅱ　人件費  75,515 1.4 65,325 1.0

当期不動産売上原価  5,589,987 100.0 6,369,655 100.0

　（注）　原価計算の方法は、個別原価計算によっております。

- 46 -



(3）利益処分計算書及び株主資本等変動計算書

利益処分計算書

  
前事業年度

（株主総会承認日
平成18年３月25日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ　当期未処分利益   526,098

Ⅱ　利益処分額    

１．配当金  32,757  

２．任意積立金    

別途積立金  400,000 432,757

Ⅲ　次期繰越利益   93,341
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株主資本等変動計算書

当事業年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成17年12月31日　残高
（千円）

805,817 875,266 875,266 6,750 1,300,000 526,098 1,832,848 3,513,932

事業年度中の変動額

新株の発行（千円） － － － － － － － －

剰余金の配当（千円） － － － － － △65,515 △65,515 △65,515

当期純利益（千円） － － － － － 741,381 741,381 741,381

自己株式の処分（千円） － － － － － － － －

別途積立金の積立（千円） － － － － 400,000 △400,000 － －

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）（千
円）

－ － － － － － － －

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － － － 400,000 275,866 675,866 675,866

平成18年12月31日　残高
（千円）

805,817 875,266 875,266 6,750 1,700,000 801,964 2,508,714 4,189,798

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差
額金

評価・換算差額等合計

平成17年12月31日　残高
（千円）

1,537 1,537 3,515,469

事業年度中の変動額

新株の発行（千円） － － －

剰余金の配当（千円） － － △65,515

当期純利益（千円） － － 741,381

自己株式の処分（千円） － － －

別途積立金の積立（千円） － － －

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）（千
円）

222,637 222,637 222,637

事業年度中の変動額合計
（千円）

222,637 222,637 898,504

平成18年12月31日　残高
（千円）

224,175 224,175 4,413,973
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2）その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

(2）その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

 時価のないもの

移動平均法による原価法

(3）投資事業有限責任組合に類する出資

    の会計処理

　投資事業有限責任組合に類する出資の

会計処理は、匿名組合・任意組合の純資

産及び純損益のうち当社の持分相当額を

それぞれ投資有価証券・長期営業目的投

資有価証券及び収益・費用として計上し

ております。

  なお、匿名組合・任意組合の純損益の

持分相当額の会計処理については、当社

の連結子会社が組合事業を推進し従事す

る営業者となっている匿名組合・任意組

合への出資に係る損益は営業損益に計上

するとともに長期営業目的投資有価証券

を加減し、当社の連結子会社が匿名組合

の営業者となっていない匿名組合・任意

組合への出資に係る損益は営業外損益に

計上するとともに投資有価証券を加減し

ております。

時価のないもの

同左

(3）投資事業有限責任組合に類する出資

    の会計処理

   投資事業有限責任組合に類する出資

の会計処理は、匿名組合・任意組合の純

資産及び純損益のうち当社の持分相当額

をそれぞれ投資有価証券・その他関係会

社有価証券及び収益・費用として計上し

ております。

  なお、匿名組合・任意組合の純損益の

持分相当額の会計処理については、当社

の連結子会社が組合事業を推進し従事す

る営業者となっている匿名組合・任意組

合への出資に係る損益は営業損益に計上

するとともにその他関係会社有価証券を

加減し、当社の連結子会社が匿名組合の

営業者となっていない匿名組合・任意組

合への出資に係る損益は営業外損益に計

上するとともに投資有価証券・その他関

係会社有価証券を加減しております。

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

販売用不動産

 個別法による原価法によっております。

販売用不動産

同左

３．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につい

ては、定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下の通りであ

ります。

建物　　　　　　　10年～39年

車両運搬具　　　　　　　６年

工具器具備品　　　４年～８年

(1）有形固定資産

同左

 (2）無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、ソフトウェア（自社利用）につ

いては、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっておりま

す。

(2）無形固定資産

同左

 (3）長期前払費用

　定額法によっております。

(3）長期前払費用

同左
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項目
前事業年度

（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

４．繰延資産の処理方法 (1) 社債発行費

  支出時に全額費用処理しております。

(1) 社債発行費

同左

 (2) 新株発行費

　支出時に全額費用処理しております。

 ──────────

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討して回収不能見込

額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務の見込額（自己

都合による期末要支給額の100％相当

額）に基づき計上しております。

(2）退職給付引当金

同左

 (3）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に充てるため、

内規による期末要支給額を計上しており

ます。

(3）役員退職慰労引当金

同左

６．重要なリース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

７．重要なヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　金利スワップ取引については、金利ス

ワップの特例処理の要件を満たしている

ため特例処理を採用しております。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　金利スワップ取引

ヘッジ対象　　借入金の利息

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 

 (3）ヘッジ方針

　借入金の利息に係る金利変動リスクを

ヘッジしております。

(3）ヘッジ方針

同左

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

　特例処理によっている金利スワップ取

引については有効性の評価を省略してお

ります。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっており、控除対象外消費

税及び地方消費税は、当期の費用として

処理しております。

(1）消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月13日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

────────── （固定資産の減損に係る会計基準）

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会  平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会  平成15年

10月31日  企業会計基準適用指針第６号）を適用しておりま

す。

 これによる損益に与える影響はありません。

──────────  (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８号平成 17年12月９日）

を適用しております。

 従来の資本の部の合計に相当する金額は4,413,973千円であ

ります。

  なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表等規

則により作成しております。

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

 ──────────  「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用

に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員会　実務対応

報告第20号）が平成18年９月８日に公表されたことに伴い、

当社の関係会社である投資事業有限責任組合及びそれに類す

る組合への出資（証券取引法第２条第２項により有価証券と

みなされるもの）について、従来、「長期営業目的投資有価

証券」として表示しておりましたが、当事業年度から「その

他関係会社有価証券」として表示する方法に変更いたしまし

た。

　なお、前事業年度のその他関係会社有価証券は、406,445

千円であります。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成17年12月31日）

当事業年度
（平成18年12月31日）

※１．担保に供している資産の額 ※１．担保に供している資産の額

販売用不動産 3,499,767千円

計 3,499,767  

販売用不動産 2,306,286千円

計 2,306,286  

上記に対応する債務 上記に対応する債務

短期借入金 1,900,000千円

１年以内返済予定の長期

借入金
1,350,000

 

計 3,250,000  

短期借入金 820,000千円

１年以内返済予定の長期

借入金
700,000

 

計 1,520,000  

※２．関係会社に対するものが次の通り含まれております。※２．関係会社に対するものが次の通り含まれております。

売掛金 8,937千円

未収入金 69,419

その他（流動資産） 6,544

未払金 38,637

売掛金 27,416千円

未収入金 25,717

その他（流動資産） 4,909

未払金 354

　３．配当制限

商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額

     1,537千円

　３．             ─────────

 

 

※４．授権株式数及び発行済株式総数 ※４．             ─────────

授権株式数 普通株式 72,000株

発行済株式総数 普通株式 26,206株

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成17年１月１日

至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

※１．関係会社との取引に係るものが次の通り含まれてお

ります。

※１．関係会社との取引に係るものが次の通り含まれてお

ります。

受取利息 67,070千円 受取利息 12,810千円

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は38.6％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は61.4

％であります。

主要な費目及び金額は次の通りであります。

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は25.2％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は74.8％で

あります。

主要な費目及び金額は次の通りであります。

広告宣伝費     57,085千円

人件費 656,715

賃借料 87,428

支払手数料 118,867

役員退職慰労引当金繰入 60,943

減価償却費 39,710

広告宣伝費 71,588千円

人件費 920,444

賃借料 109,527

支払手数料 119,384

役員退職慰労引当金繰入 18,630

減価償却費 37,424

※３．固定資産売却益は、車両運搬具584千円であります。 ※３．             ─────────

※４．固定資産除却損の内訳は、ソフトウェア20,421千円、

工具器具備品542千円であります。

※４．固定資産除却損の内訳は、ソフトウェア8,860千円、

工具器具備品1,882千円であります。

（株主資本等変動計算書関係）

当事業年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

        該当する事項はありません。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具備品 24,052 7,547 16,504

合計 24,052 7,547 16,504

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具備品 23,670 11,471 12,199

合計 23,670 11,471 12,199

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 3,947千円

１年超 12,694

合計 16,642

１年内 3,940千円

１年超 8,452

合計 12,392

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 3,738千円

減価償却費相当額 3,610

支払利息相当額 191

支払リース料 4,103千円

減価償却費相当額 3,945

支払利息相当額 215

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

    未経過リース料

１年内 475,214千円

１年超 1,465,965

合計 1,941,179

２．オペレーティング・リース取引

    未経過リース料

１年内 347,220千円

１年超 1,118,745

合計 1,465,965

（有価証券関係）

　前事業年度及び当事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産 （千円）

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 21,814

未払家賃 4,022

その他 6,037

繰延税金資産（流動）小計 31,873

繰延税金資産（固定）  

投資有価証券評価損 6,980

関係会社株式評価損 4,882

退職給付引当金 10,335

役員退職慰労引当金 49,920

その他 2,036

繰延税金資産（固定）小計 74,156

繰延税金資産合計 106,030

繰延税金負債  

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △1,054

繰延税金負債（固定）小計 △1,054

繰延税金負債合計 △1,054

繰延税金資産の純額 104,975

繰延税金資産 （千円）

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 30,610

その他 11,847

繰延税金資産（流動）小計 42,458

繰延税金資産（固定）  

投資有価証券評価損 9,795

退職給付引当金 10,279

役員退職慰労引当金 54,355

その他 2,227

繰延税金資産（固定）小計 76,658

繰延税金資産合計 119,116

繰延税金負債  

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △153,796

繰延税金負債（固定）小計 △153,796

繰延税金負債合計 △153,796

繰延税金負債の純額 △34,681

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異原因

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異原因

法定実効税率 40.3％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項

目
1.2 

その他 0.8 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.3 

法定実効税率 40.3％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項

目
2.9 

その他 0.6 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.8 
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

１株当たり純資産額     134,147円52銭

１株当たり当期純利益 20,041円13銭

１株当たり純資産額 84,216円86銭

１株当たり当期純利益 14,145円25銭

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益
13,379円19銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式がありませんので記載しておりません。

  平成17年２月14日付で株式１株につき３株、平成17年12

月20日付で株式１株につき２株の株式分割を行っておりま

す。

  なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前事業年度における１株当たり情報については、以下の

通りであります。

１株当たり純資産額   117,827円67銭

１株当たり当期純利益   14,825円24銭

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益
13,474円36銭

 

 

  平成18年11月１日付で株式１株につき２株の株式分割を

行っております。

  なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前事業年度における１株当たり情報については、以下の

通りであります。

 

１株当たり純資産額 67,073円76銭

１株当たり当期純利益 10,020円57銭

  

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額算定上の基礎は以下の通りでありま

す。

 
前事業年度

（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

１株当たり当期純利益金額   

 当期純利益（千円） 518,864 741,381

 普通株主に帰属しない金額（千円） － －

 普通株式に係る当期純利益（千円） 518,864 741,381

普通株式の期中平均株式数（株） 25,890 52,412

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

 当期純利益調整額（千円） － －

 普通株式増加数（株） － 3,001

 （うち新株予約権） － (3,001)

希薄化効果を有しないため潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含まれなかった

潜在株式の概要

       ────────  第二回ストック・オプション（株

式換算数5,000株）
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（重要な後発事象）

前事業年度
（平成17年12月31日）

当事業年度
（平成18年12月31日）

  平成18年２月20日開催の取締役会において、第14回定時

株主総会で承認された「ストックオプションとして新株予

約権を発行する件」について、具体的な発行内容を次の通

り決定しました。

（1）新株予約権の発行日

　　 平成18年２月28日

（2）新株予約権の発行数

　 　1,000個

（3）新株予約権の発行価額

　　 無償

（4）新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　　 当社普通株式　2,000株

（5）新株予約権の行使に際しての払込金額

　　 １株当たり 50,000円

（6）新株予約権の行使期間

　　 平成19年１月１日から平成22年12月31日

（7）新株予約権の行使により新株を発行する場合の

     発行価格のうち資本組入額

　　 １株当たり 25,000円

（8）新株予約権の割当対象者数

　　 当社取締役　４名、当社監査役　３名

　　 当社従業員　80名、その他　    14名

　　 総数101名

              

 

 

 

 

　　　　　　　　　　─────────
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７．役員の異動
 

(1）代表者の異動

 該当事項はありません。

(2）その他の役員の異動

　　当社は、平成19年３月24日開催予定の定時株主総会の承認をもって、下記の通り役員の異動を行なう予定でありま

　す。

①　新任取締役候補

 取締役　佐藤　安彦（現　執行役員第五事業部長）

 取締役　松浦　健　（現　執行役員第六事業部長）

 取締役　島田　晴雄

 取締役　大野　潔

 なお、島田 晴雄氏、大野 潔氏は社外取締役候補者であります。

②　退任予定取締役

 該当事項はありません。

③　新任監査役候補

 （非常勤）監査役　本田　俊雄

 なお、本田 俊雄氏は社外監査役候補者であります。

④　退任予定監査役

 該当事項はありません。

 

(3）就任予定日

平成19年３月24日
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